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地域医療再生計画（東近江医療圏）

（救急医療・機能分化・連携に重点化）

１ 対象とする地域

本地域医療再生計画においては、東近江医療圏を対象地域とする。

東近江医療圏は、県東南部に位置し、面積646.78平方キロメートル、人口約23万5

千人を有し、２市（近江八幡市、東近江市）３町（安土町、日野町、竜王町）の各自

治体がある。東は鈴鹿山系、西は琵琶湖に接し、北は愛知川、南は日野川に区切られ

た東西に長い広い地域となっている。丘陵部から湖辺部に広がる平野部は農業・農村

地帯であるが、国道８号線、名神高速道路等が縦断し、内陸型の工業立地も進み本県

を代表する工業集積地域でもある。また、ＪＲ琵琶湖線沿線は京阪神地域への通勤至

便地として人口増加、都市化が進んでいる。

圏域内には、１２の病院（近江八幡市立総合医療センター407床、ヴォーリズ記念

病院168 床、八幡青樹会病院360床、国立病院機構滋賀病院220床、東近江市立蒲生病

院120床、東近江市立能登川病院120床、青葉病院98床、近江温泉病院356床、神崎中

央病院400床、湖東記念病院116床、東近江敬愛病院154床、日野記念病院195床）と１

０３ヵ所の診療所が存在している。

東近江医療圏では、平成１５年から平成２１年に病院常勤医師数が２０５人から

１７９人と減少している。

特に医師の減少が深刻な病院は、東近江市内の国公立３病院である。

国立病院機構滋賀病院の医師数は、平成１５年３６人が平成２１年には１４人と大

幅に減少し、救急医療への参画が困難となっている。

また、東近江市立能登川病院では、平成１５年１４人が平成２１年６人、東近江市

立蒲生病院では、平成１５年１３人が平成２１年８人となり、ともに救急医療への参

画が単独では困難な状況となっている。

東近江市地区の中核を担う国公立病院の急激な医師不足により、二次救急医療体制

が脆弱となり、近江八幡市地域の三次救急医療の役割を担う近江八幡市立総合医療セ

ンターへの負担が大きくなっている。

また産科、小児科医師の不足は、周産期医療や小児救急医療の確保に大きな影響を

与えている。

これら地域の中核を担う公立病院の医師不足により、救急医療、小児救急医療、周

産期医療などの政策的医療の遂行も困難な状況となっている。

一方、広い農村地域を抱える東近江医療圏では、増加する高齢者に対する医療・介

護について十分な体制がとれているとは言えず、住み慣れた家庭や地域の中で質の高

い療養生活を送りたいという住民のニーズに応えるための在宅医療の充実整備等が課

題となっている。

以上から、東近江医療圏では医師確保対策、救急医療体制や周産期医療体制などの
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充実整備、地域連携パスの推進による医療機能の連携、在宅医療の推進が喫緊の課題

となっているところである。

救急医療や周産期医療などの課題を解決していくためには、近江八幡市立総合医療

センターを中心とした圏域内の連携が重要である。さらに、東近江市の国公立３病院

の集約化、再編により、圏域内病院の二次救急医療体制を構築する必要がある。さら

に、圏域内の他の病院との連携や機能分化の強化を推進していく必要がある。

そして、東近江市地域では、「三方よし研究会」の取り組みが活発化している。こ

れは、「患者よし、医療者よし、地域よし」の「三方よし」で、みんなが幸せになる

地域医療を求めて医療・福祉関係者、ＮＰＯなど有志が集まって相互のコミュニケー

ションを深める取り組みである。全国的にも注目を集めているこの取り組みを活用し

て、住民も参加した切れ目のない医療提供体制の充実を図るものとする。

これらへの対策を中心に東近江医療圏での医療提供体制の再生、構築について地域

医療再生計画を策定するものである。

２ 地域医療再生計画の期間

本地域医療再生計画は、平成２２年１月８日から平成２５年度末までの期間を対象

として定めるものとする。

３ 現状の分析

【救急医療体制】

(1) 一次救急医療体制については、近江八幡市、東近江市に休日急患診療所があり、

両診療所とも休日・祝日の 10時から 20時まで診療を行っている。
いずれの診療所も患者数は年間４，０００人を超えており（一日平均５０人）、

一次救急医療機関としての機能を果たしている。

しかし、東近江医療圏で、病院の医師不足が深刻な状況となる中、近江八幡市立

総合医療センターへの小児科救急患者の増加に対応するため、近江八幡休日急患診

療所では平成 20年 10月から土曜日の午後 3時～午後 8時にも診療を実施する体制
を整備したところである。

また、東近江市においては、地元医師会が在宅当番医制（２１診療所参加）を運

営し、休日を除く夜間（18 時から 20 時 30 分）の救急患者に対応しており、平成
２０年度の受診患者数は 826人であった。

(2) 二次救急医療体制については、圏域の西部に位置する近江八幡市には三次救急

医療を担う１病院（近江八幡市立総合医療センター）、圏域の東部に位置する東

近江市の４病院（市立蒲生病院、市立能登川病院、東近江敬愛病院、湖東記念病

院）、日野町の１病院（日野記念病院）の６病院が病院群輪番制に参加し救急医

療を担っている。

東近江市にある国立病院機構滋賀病院は、内科、外科の医師不足により平成 20
年 4月から、救急輪番の参加が不可能になっている。
また、小児救急医療体制については、５病院（近江八幡市立総合医療センター、

国立病院機構滋賀病院、東近江市立蒲生病院、東近江市立能登川病院、日野記念
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病院）が輪番制で担っていたが、小児科医の不足により、平成２１年４月から東

近江市立能登川病院が輪番から離脱している。

(3) 三次救急医療体制については、近江八幡市立総合医療センターが救命救急セン

ターとして重症・重篤救急患者の受け入れを担っている。

東近江市内の二次救急医療機関が医師不足等から二次救急患者の受け入れが困

難になり、救命救急センターである近江八幡市立総合医療センターの受け入れが

増加しており、その負担増から医師等の疲弊を招いている。

【救急搬送】

(4) 東近江医療圏における救急搬送件数は平成２０年は６，５１３件で、平成１５

年の５，８２９件と比較すると、６８４件、１１．７％の増加となっている。

(5) 病院別にみると、国立病院機構滋賀病院の救急搬送件数は、平成１５年に１，

０４９件（圏域搬送件数 5,829 件の 18.0 ％）であったのが、平成２０年には、１
７９件（圏域搬送件数 6,513件の 2.7％）と大きく減少している。

(6) 東近江市立能登川病院では、平成１５年に４７６件（圏域搬送件数 5,829件の 8.1
％）であったのが平成２０年には２３４件（圏域搬送件数 6,513件の 3.6％）と減
少している。

(7) 東近江市立蒲生病院では、平成１５年に４８６件（圏域搬送件数 5,829 件の 8.3
％）であったのが平成２０年には３４２件（圏域搬送件数 6,513件の 5.2％）と減
少している。

(8) これら国公立３病院以外の圏域の二次救急医療機関（日野記念病院、東近江敬

愛病院、湖東記念病院）の救急搬送件数は、平成１５年以降、東近江敬愛病院は

やや減となっているものの、他２病院は大きく変化していない。

(9) 一方、圏域の西部に位置し、救命救急センターを担う近江八幡市立総合医療セ

ンターへの救急搬送は平成１５年に２，１７７件（圏域搬送件数 5,829 件の 37.3
％）であったのが、平成２０年には４，０７８件（圏域搬送件数 6,513 件の 62.6
％）と急増している。

(10) 以上のように東近江市内の二次救急病院への搬送が減少し、圏域の西に位置す

る近江八幡市立総合医療センターへの搬送が増加しており、医師等の疲弊を招い

ている。

【周産期医療体制】

(11) 東近江医療圏の分娩を取り扱う病院は２病院（近江八幡市立総合医療センター、
日野記念病院）と診療所は３診療所であり、平成２０年の分娩数は、１，８７１件

となっている。

また、ハイリスク妊産婦・新生児の対応は、地域周産期医療センターである近江

八幡市立総合医療センターが担っている。

(12) 病院産科医師数は 2.12人（人口 10万人当たり）で県全体の 3.0人より少ない。

【医師数】
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(13) 平成２１年８月における本県の病院常勤医師数は１，４７６人で、 人口１０万

人当たり１０５．３人であるのに対し、東近江医療圏の従事医師数は１７９人で、

人口１０万人当たり７６．０人である。

(14) 本県の病院常勤医師数は平成１５年と平成２１年を比べると増加しているが、

東近江圏域における病院医師数は平成１５年２０５人が平成２１年１７９人とな

り、２６人の減少（△12.7%）となっている。

(15) 診療科別に見ると内科医師数が平成１５年の８０人から平成２１年の７２人と

８人減少(△10.0%）し、整形外科医師数が２０人から１２人と８人減少（△40.0%）

している。

(16) 圏域内で医師不足が深刻な病院は、国立病院機構滋賀病院、東近江市立能登川

病院、東近江市立蒲生病院の東近江市内の国公立３病院である。

平成１５年から平成２１年の医師数の変化は次のとおりである。

国立病院機構滋賀病院；（医師数） ３６人→１４人 ２２人減少(△ 61.1%）
うち(内科医） １５人→ ４人 １１人減少(△ 73.3%）

(外科医） ８人→ ６人 ２人減少(△ 25.0%）
(整形外科医） ２人→ ０人

(小児科医） ２人→ １人 １人減少(△ 50.0%）
東近江市立能登川病院；(医師数） １４人→ ６人 ８人減少(△ 57.1%）

うち(内科医） ７人→ ５人 ２人減少(△ 28.6%）
(外科医） ３人→ １人 ２人減少(△ 66.7%）
(整形外科医） ２人→ ０人

(小児科医） １人→ ０人

東近江市立蒲生病院 ；(医師数） １３人→ ８人 ５人減少(△ 38.5%）
うち(内科医） ７人→ ５人 ２人減少(△ 28.6%）

(外科医） ３人→ ２人 １人減少(△ 33.3%）
(整形外科医） ２人→ ０人

(17) 東近江医療圏における神経難病拠点病院である近江八幡総合医療センターの神

経内科医師の退職により、常勤医が平成 19年４人が平成 21年１人に減少した。

【看護職員数】

(18) 東近江医療圏における看護職員数は、平成２０年１２月現在で１，９３６人と

なっており、平成１８年１２月の１，９７６人から４０人減少している。これを、

人口１０万人当たりで見ると８２１．８人であり、全国平均の１，１９５人、県

平均の９７８．７人と比べ、低い水準となっている。

(19) 平成２１年４月に圏域内の病院に新卒で就職した看護職員５４人を卒業学校別

に見ると、圏域内にある看護師養成所出身は３人（5.5％）、その他県内看護師

養成所出身が２１人（38.9％）、県内看護大学出身が０人、県外出身者が３０人

（55.6％）であった。平成１８年４月では、圏域内にある看護師養成所出身は１３

人（17.1％）、その他県内看護師養成所出身が３０人（39.5％）、県内看護大学



- 6 -

出身が０人、県外出身者が３３人（43.4％）であった。県内出身者は、この３年

間で１９人減少している。

募集数に対する充足率においても、県全体が８１．５％であるのに対して、東

近江医療圏では７４．８％と低い状況にある。

【医療提供施設】

(20) 東近江医療圏には１２の病院があり、圏域の西部に位置する近江八幡市には近

江八幡市立総合医療センター（４０７床、平成１８年に移転新築）が三次救急医

療を担う救命救急センターとして、また災害拠点病院、地域周産期母子医療セン

ター等として地域においての高度医療を担っている。

一方、圏域の東部に位置する東近江市には、国立病院機構滋賀病院（２２０床）

と２つの市立病院（市立能登川病院、市立蒲生病院 各１２０床）の国公立３病

院と２民間病院（湖東記念病院(１１６床)、東近江敬愛病院(１５４床)）が、日

野町では日野記念病院(民間病院；１９５床)が二次救急医療、急性期医療等を担

っている。回復期、維持期を担う医療機関は、近江八幡市に１病院、東近江市に

４病院（いずれも民間病院）がある。

(21) 在宅療養支援診療所については、次のとおりとなっている。

ｱ 届出をしている診療所数 １０

ｲ 在宅時医学総合管理料１を算定している診療所数 ９

ｳ 在宅末期医療総合診療料を算定している診療所数 ６

(22) 東近江医療圏域内の薬局数は、平成２１年３月末現在７０施設であり、平成

１６年３月末の６１施設に比較して、９施設増加している。また在宅医療に取り

組んでいる薬局については以下のとおりである。

① 在宅患者訪問薬剤管理指導（居宅療養管理指導を含む。）について

ｱ 届け出をしている薬局数 ４６件

ｲ 標榜している薬局数 ２４件

ｳ 算定している薬局数 ２件（圏内の薬局の２.９％）
ｴ「麻薬管理指導加算」を算定している薬局数０件

② 中心静脈栄養等の無菌製剤の調剤について、調剤のためのクリーンルーム又は

クリーンベンチを設置している薬局数は０件。

(23) 訪問看護ステーションの訪問看護の提供数については、平成２０年１０月の訪

問看護ステーション協議会の調査によると、介護保険による訪問看護を提供して

いる人数は、３４４人で延べ１，８３３回であり、医療保険により訪問看護を提

供している人数は１０９人で延べ７６１回であった。

提供数を６５歳以上人口千人当たりで見ると、９．３人５３．５回であり、滋

賀県全体の、１４．８人、８８．７回に比して少ない状況となっている。

【医療連携体制】

(24) 地域連携診療計画管理料の届出医療機関数は６病院であり、圏域内で実施して

いる「三方よし研究会」を中心として、脳卒中患者の地域医療連携パスの運用が
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平成１９年１２月から始まっており、平成２１年８月現在において１９５事例に

ついて、地域連携パスを活用して連携を図っている。

(25) 平成１８年７月から平成１９年６月末までの在宅療養支援診療所における看取

りの状況では、東近江医療圏の支援診療所８機関において、４１７人の患者への

往診などを実施しており、うち９８人が死亡し、自宅等で看取りがされたのは７

３人であった。

(26) 東近江医療圏では 急性期・回復期病院から退院した後、維持期リハビリテー

ションへ移行するが、療養病床の平均在院日数が269.4日と県内で一番長くなっ

ている。

(27) 薬局と圏域内の医療機関等との在宅医療に関する連携に係る調査によると、圏

域において、薬局と医療機関との連携のあり方などについての研修は定期的に開

催されているが、在宅患者訪問薬剤管理指導（居宅療養管理指導を含む。）を算

定している薬局は２件であった。

(28) 神経難病医療については、圏域内の患者の約 40 ％が入院の日数及び人数とも
に他の圏域での対応となっている。

平成 20 年度には、神経難病における在宅医療を推進するため、在宅医師によ
る専門病院への実地研修や情報交換会を開催するなど、地域で患者を連携して支

えるための取り組みが行われている。

４ 課題

○ 医師不足により救急病院群輪番制が担えなくなっている病院が出ている。

特に東近江市の国公立３病院の医師不足は深刻であり、救急医療体制が担えなく

なっていることにより、二次救急患者が三次救急医療機関である救命救急センター

に集中し、救命救急センターへの負担が大きくなっている。

○ 小児科医師の不足により、小児救急医療支援事業への参画病院が減少しているこ

とが課題となっている。

○ また、医師不足により各疾病別の医療提供体制の脆弱化、医療機能の低下をも招

いており、医師を安定的に確保する仕組みを構築することとともに、これら病院の

再編、機能の集中化、機能分化により、医師を集中的に確保することが必要である。

○ さらに、急性期医療の機能の充実強化等により安定的な医療提供体制を構築する

必要がある。

○ 地域周産期母子医療センターと周産期協力病院の機能を充実させることで、圏域

内の周産期医療体制を確立する必要がある。

○ 医師や看護師確保が喫緊の課題となっている中で、病院勤務医師の勤務環境改善

や、女性医師や看護職員等の就労支援をより行っていく必要がある。

○ 高齢化が進行し、脳卒中、心筋梗塞、糖尿病などの患者が増加する中で、急性期

から在宅までの医療機関の地域連携クリティカルパスのあり方が課題となってい

る。

○ 療養病床の在院日数が県下で一番長いため、地域連携パスや在宅医療の推進のた



- 8 -

めに、医療機能の分化と連携を図っていくことが必要である。

○ 看護職員を安定的に確保するために、看護職員の養成、定着確保、再就業などの

支援体制とともに資質向上のための教育体制の整備が必要である。

【救急搬送・救急医療体制について】

(1) 軽症患者の休日・夜間における二次救急医療機関受診の増加は、特に医師不足

の著しい東近江市内の公立病院など輪番制参加病院の勤務医の大きな負担になっ

ている。近江八幡市、東近江市にある休日急患診療所をさらに充実、整備し、軽

症患者の休日・夜間の二次救急医療機関受診による二次救急医療機関の疲弊を緩

和する必要がある。

(2) 東近江市内の国公立３病院で救急患者の受け入れが困難となり、二次救急医療

機関で受け入れるべき救急患者が、圏域の西に位置し距離も１５㎞以上離れた三

次救急医療機関である近江八幡市立総合医療センターへ流出しており、救急搬送

にも時間を要している。二次救急病院が救急患者を確実に受け入れる体制整備が

必要である。

(3) 救命救急センターである近江八幡市立総合医療センターでの救急搬送受け入れ

が増加しており、その負担増から医師等の疲弊を招いている。また、三次救急医

療機関として、重篤患者に対応できる体制の充実が求められている。

(4) 精神科救急医療体制において、当番病院であっても精神症状によっては必要な

スタッフや病室を確保できず応需できない場合があり、支援が必要となっている。

【周産期医療体制】

(5) 産科医師が不足する中で、分娩を取り扱う病院の産科医師の確保が必要である。

(6) 東近江医療圏のハイリスク妊産婦・新生児に対応する地域周産期医療センター

である近江八幡市立総合医療センターの一層の充実により、安心な周産期医療提

供体制の確保が必要となっている。

(7) 東近江市から近江八幡市立総合医療センターまでの搬送には時間を要するため、

東近江医療圏における周産期救急医療の充実が必要である。

【医師数】

(8) 東近江市内の国公立３病院の医師不足は深刻であり、医師を安定的に確保する仕
組みを構築することとともに、これら病院の再編、機能の集中化、機能分化により、

医師を集中的に確保することが必要である。

(9) 県全体や全国平均と比較して、東近江医療圏では、人口１０万人当たり医師数が

少なく、またここ６年間で急減しており、地域医療の確保のためにはその傾向に歯

止めをかける必要があり、医師の確保は喫緊の課題である。

(10) 県平均も全国平均と比較して低い水準にあることから、県全体としても医師の

確保は喫緊の課題となっている。

(11) また、女性医師は、出産・育児と両立した就労形態が定着していると言えず、
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その能力ややる気を活かすことが出来ない環境となっている。女性の多様な働き方

を支援する仕組みが必要である。

(12) 神経内科の中心であった神経難病拠点病院の医師の退職に伴い、圏域内の神経
難病医療体制の再構築や地域で支える在宅医療の強化が必要になっている。

【看護職員数】

(13) 圏域内における看護職員数は平成１８年から平成２０年の２年間で４０名減少

している。

県全体でみても、全国平均より２１６．３人も低い水準となっていることから

看護職員を安定的に確保できる体制の整備が課題となっている。。

(14）医療の高度化・専門化の中で、看護職員に対する教育体制の整備が必要である。

【医療提供施設】

(15) 東近江市の国公立３病院は医師不足等から救急医療が担えなくなっているとと

もに、医師不足のなかで各診療科での疾病別対応も脆弱化してきており、医療の

安定的かつ継続的な提供のためには、再編整備により、医療機能、医療資源を集

約化し、中核となる病院を整備する必要がある。

(16) 急性期医療の機能が分散しているため、集中化、機能強化により安定的な急性

期医療提供体制を構築する必要がある。

(17) 無菌製剤処理加算を算定している薬局や麻薬管理指導等を行っている薬局はな

く、在宅医療に取り組む薬局の整備が必要である。

【医療連携体制】

(18) 脳卒中患者については、急性期病院から回復期リハビリテーション病院、そし

て維持期の病院や施設、在宅への流れが、地域連携パスの運用により実施できる体

制は整いつつあるが、他の疾患での医療機関の機能分化は、不十分である。

地域連携パスについても、紙での連携体制であることから、効率が悪く、また、

事例の集積がされる中でバリアンス評価などが必要であるが、再入力が必要となる

等、分析する上でも非効率な状況となっている。今後はＷｅｂを活用しての連携体

制の構築が必要である。

(19) 在宅医療については、患者のニーズに応えるだけの体制が整っていないため、

家族の負担感や医療者の抵抗感などを解決しながら、在宅医療を提供する体制を

整備していく必要がある。

(20) 予防・急性期から維持期までの地域ネットワークが不十分であり、自立に向け

た専門家の関わりも少ない状況であることから、各時期のニーズに応じて、不足す

る社会資源を補うため圏域を超えて各関係機関が連携することが必要である。

(21) 在宅医療については、脳卒中地域連携パスの運用が進んでいるが、在宅のニー

ズに応えるだけの訪問看護ステーションの体制が整っていない状況にあり、在宅医

療を提供する体制を整備していく必要がある。

また、在宅歯科医療についても、住民のニーズに応えられる体制の整備が必要で
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ある。

(22) 東近江圏域は、地域で連携して患者を支えるための取り組みを進めているが、

なお、圏域内の神経難病患者の多くが入院人数や日数ともに他の圏域での対応とな

らざるを得ない状況となっているため、地域の医療機関で入院等できるように体制

を整備する必要がある。

５．目標

○ 東近江市の国公立３病院の集約化、再編により、（仮）東近江総合医療センタ

ーを整備し、高度かつ専門医療の集中化を図り、二次救急医療体制を確保する。

このことによって、近江八幡市立総合医療センターに集中している救急患者を

減少させ、医師等の負担を軽減する。

○ 大学に寄附講座を設置し、安定的な医師確保システムの構築を行う。

○ 一次救急を担う休日急患診療所２か所の診療を平日夜間の診療に拡大し、地域

医療支援センターと併設することで機能の充実、効率化を図り、一次救急医療体

制を充実・強化する。

○ 三次救急医療を担う近江八幡市立総合医療センターの充実を図ることにより、

重篤な救急患者の受け入れを確実なものとする。

○ ＮＩＣＵ等、周産期医療施設の整備を行うことで周産期医療体制を充実する。

○ 民間を含めた病院の機能分化により、急性期医療・回復期医療体制の確立を図

る。

○ 在宅医療を推進するため、地域連携クリティカルパスの活用により、病院、診

療所、歯科診療所、薬局、訪問看護ステーション間の医療連携体制を推進するた

め、その拠点となる地域医療支援センター「東近江圏域三方よしセンター」を整

備する。

○ 看護職員を安定的に確保できる体制を構築するとともに、より高度な専門性を

有する人材の育成を図る。

【救急搬送・救急医療体制について】

(1) 一次救急医療体制について、近江八幡市休日急患診療所、八日市休日急患診療所
の平日夜間の診察の開始など診療機能の充実整備により、現在、夜間・休日に病院

を受診している軽症患者の受け入れを促進することで二次救急医療機関の疲弊を緩

和する。

(2) 東近江市の国公立３病院の再編整備により、二次救急医療体制の充実を図る。
(3) 圏域東部（東近江市等）において、地域の二次医療、急性期医療を受け入れる体
制を再編・充実させる。

また、分散している専門医の集約等を図り、救急医療、急性期医療、高度医療を

担う体制を確保することで、救急搬送時間の短縮を図るとともに、近江八幡市立総

合医療センターの負担を減少していく。
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(4) 精神科救急医療施設における措置診察と入院の受け入れに伴う負担を軽減すると
ともに、後方支援病院への転院システムを構築し、精神科三次救急の受け入れを促

進する。

【周産期医療体制】

(5) 地域周産期医療センターである近江八幡市立総合医療センターの整備充実を図
る。

(6) 東近江医療圏における周産期医療の整備を図る。

【医師数】

(7) 近年の恒常的な医師不足に対応するため、大学での寄附講座の設置により平成

２５年度末までに圏域で新たに医師を確保する。また、県全体で医学部定員増員５

名に対し奨学金を設け、将来、滋賀県で勤務する医師の育成を図る。

特に、滋賀医科大学に設置する寄附講座については、地域医療を支えるとともに

医師の総合診療能力の向上に寄与する医師臨床研修のセンター機能を組み入れるこ

とで持続的な医師の育成・確保を図っていく。

【看護職員数】

(8) 看護師等養成所の充足率を全国平均と同程度の水準まで引き上げる。

(9) 看護職員の教育体制の充実を図る。

【医療提供施設について】

(10) 医療機能、医療資源の集約化・再編整備により、質の高い安定的な医療の提供

を図る。また、これにより医師の確保・充実を図る

(11) 急性期医療、回復期医療、維持期医療を担う各病院の機能分化、機能強化を図

る。

(12) 医療機関および訪問看護ステーション等と連携し、在宅患者訪問薬剤管理指導
（居宅療養管理指導を含む。）等を実施する薬局の体制整備を図る。

(13) 住民の身近な地域での訪問看護を提供するため、２４時間定期訪問看護を実施

する訪問看護ステーションを平成２５年度末までに各医療圏域に１カ所は整備す

る。

【医療連携体制】

(14) 脳卒中を含め心筋梗塞、がん、糖尿病等の疾患について、医療機関の機能分化

と連携パスの推進を進める。このための体制を整備する。

(15) 医療従事者や患者・家族の在宅医療に関する理解を深めるとともに、在宅医療

を含めた医療連携体制の整備を図る。

(16) 圏内の医療機関亜急性期入院医療管理料を算定している医療機関数、回復期リ

ハビリテーション病棟入院料を算定している医療機関数を増加させるなど医療機

関の機能分化に努める。
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(17) 予防・急性期から維持期、在宅までの地域ネットワークを構築できる連携体制

を充実させる体制整備を進める。

(18) 在宅患者訪問薬剤管理指導（居宅療養管理指導を含む。）の結果等を医療機関

および訪問看護ステーション等に報告するとともに、他業種とのカンファレンス

等に参加する薬局を育成する。

(19) 圏域内の神経難病患者が安心して、必要な時に地域の医療機関に入院等できる
ように体制を整備し、在宅医が専門医に相談しやすい体制を整え、連携の強化を

図る。

６．具体的な施策

(1) 県全体で取り組む事業

【大学と連携した医師確保システムの構築】

総事業費 ２４６，０００千円（基金負担分 ２４６，０００千円）

（目的）

地域における医師不足に対して、安定的に医師を確保するため、大学医学部と連

携した持続的な医師確保システムの構築を行う。

地域医療における問題解決のため、大学と連携することで、その有する人的、知

的資源が活用できる。

（事業内容）

① 滋賀医科大学医学部に地域医療医師確保枠を設定し、医学部生に対する奨学

金を拡充

・平成２２年度事業開始

・事業総額 ９０，０００千円（基金負担分 ９０，０００千円）

現在本県では、平成２１年度から緊急医師確保対策（平成１９年５月）に基

づく医学部定員の増員による滋賀医科大学医学部の医学部定員５名増員を対象

に奨学金を貸付け、貸付年限に応じ卒業後７年間ないし９年間、県知事の指定

する県内医療機関に勤務することを返還免除の要件とする「緊急医師養成奨学

金」を５枠設定しているところである。

今回、新たに５枠奨学金枠を増やすととともに、滋賀医科大学において、本

県における地域医療を担う医師を養成するためのカリキュラムを盛り込んだ

「地域医療プログラム」の着実な実施により、医学生の地域の医療への理解を

深め、将来にわたる持続的な医師の確保を図る。

新規奨学金年間５名（１０年間で５０名）

年間貸与額 １人あたり１，８００千円

６年間貸与

卒業後９年間、知事の指定する県内医療機関への就業等により、返還免除
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② 京都府立医科大学医学部に寄附講座を設置

・事業期間は平成２２年度から平成２５年度まで。

・事業総額 １５６，０００千円（基金負担分 １５６，０００千円）

地域医療の現場に確実に医師を派遣するシステムを構築するための研究を行

う寄附講座を京都府立医科大学に設置する。

（内訳）

京都府立医科大学医学部

１講座（39,000千円） × ４年間 ＝ １５６，０００千円

講座の経費内訳（年間）

・寄附講座に所属する教授等への人件費等

（教授 12,000千円、講師 10,000千円、助教 8,000千円、講座費 9,000千円）

【看護職員確保事業】

総事業費 ４７，８００千円（基金負担分 ４７，８００千円）

（目的）

看護職員の魅力や社会的評価を高めることにより、看護職員のイメージアップ

を図り、看護職員志望者を創出し、さらに看護職員養成所の学生への支援体制を

整備し、退学を防止することで、安定的な看護職員確保につなげていく。

（事業内容）

① 看護師確保啓発事業

・事業期間は平成２２年度から平成２５年度まで。

・事業総額３７，８００千円（基金負担分３７，８００千円）

看護師さんありがとうメッセージ募集として、看護職員への感謝のメッセー

ジや看護職員からの生の声を募集し、優秀な作品を啓発素材として活用し、看

護職のイメージアップを図る。

また、中学生や高校生等に対して看護職員の仕事の素晴らしさを伝えるため、

養成所の学生や多様な現場で働く看護職員の活躍を題材とした漫画啓発冊子や

ガイドブックを制作する。

② 看護職員養成所教員確保事業

・事業期間は平成２２年度から平成２４年度まで。

・事業総額 ６，０００千円（基金負担分 ６，０００千円）
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県内の看護職員養成所の充足率を向上させるとともに、質の高い看護職員を

養成するためには、看護教員としての人材が重要となる。臨床経験豊かな病院

等勤務の看護職員が研修を受け、研修修了後は看護教員として教育活動ができ

るようなシステムを構築し、質の高い看護教員を安定的に確保するため、講習

会に派遣する費用を助成する。

③ 看護学生精神保健サポート事業

・事業期間は平成２２年度から平成２５年度まで。

・事業総額 ４，０００千円（基金負担分 ４，０００千円）

看護職員養成所では、卒業に至らない学生が１割強を占めており、その中に

は精神的な問題を抱えている学生も多い。

そこで、看護学生の抱える精神的な課題に対処することにより、学生生活を

より安定して過ごすことができるようサポートするため、看護協会に相談室を

設置しカウンセラーを派遣する。

【看護職員研修事業】

総事業費 ４５，４００千円（基金負担分 ４５，４００千円）

（目的）

新人看護職員をはじめ、周産期分野、在宅医療分野、がん医療分野等の看護職

員の資質向上を図るとともに、潜在看護職の再就業支援のための研修環境や研修

体制を整える。

（事業内容）

① 助産師キャリアアップ応援事業

・事業期間は平成２２年度から平成２５年度まで。

・事業総額 ６，０００千円（基金負担分 ６，０００千円）

質の高い助産師を育成し、安全安心なお産の環境を整備するため、平成２１

年度開発中の助産師キャリアアップ研修プログラムを実施、普及させるための

研修の運営を滋賀医科大学に委託する。

② 在宅医療推進のための看護職員研修事業

・実施期間は平成２２年度から平成２５年度まで。

・事業総額 １７，０００千円（基金負担分 １７，０００千円）

退院調整や在宅医療の推進に寄与する人材を育成するため、訪問看護ステー

ション勤務の看護職員や病院勤務看護職員が在宅医療に関する研修を行うため

の研修カリキュラムを開発し、また開発後は研修の実施について訪問看護ステ
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ーション等へ助成を行う。

③ 看護職員研修支援事業

・実施期間は平成２２年度から平成２５年度まで。

・事業総額 １４，８００千円（基金負担分 １４，８００千円）

潜在看護師の再就業に向けた再教育や診療所、福祉施設などで働く看護職員

の教育体制の充実を図るとともに、新卒看護職員の研修の実施体制の充実を図

る。

④ がん認定看護師育成補助事業

・事業期間は平成２２年度から平成２５年度まで。

・事業総額 ７，６００千円（基金負担分 ７，６００千円）

がん拠点病院もしくは緩和ケア病棟を有する病院において、専門的な看護を

促進できる看護職員を確保するため、がん認定看護師養成課程の受講にかかる

経費を病院に対して補助する。

【救急医療確保対策事業】

・事業機関 平成２２年度から平成２３年度

・事業総額 ８００千円（基金負担分 ８００千円）

（目的）

県民に救急医療の適正な受診行動について普及・啓発することで、軽症患者の

休日や夜間における病院の救急外来への受診を緩和していく。

（事業内容）

救急医療の適正利用についての救急研修会を身近な地域で実施する。

【在宅医療推進体制総合調整事業】

総事業費 ２５８，０００千円（基金負担分 ２５８，０００千円）

（目的）

在宅医療を推進するため、地域の限られた医療資源を効果的に結びつけ、有効に

機能するネットワーク体制を構築するための各種事業を実施する。

（事業内容）

① （仮称）在宅療養支援中央センターおよび同地域センターの設置

・平成２２年度事業開始。

・事業総額 ２５４，０００千円（基金負担分 ２５４，０００千円）
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医療や介護に係る資源は現在不足している状況にあり、限りある資源を有効

に活用する必要がある。そのため、圏域内の関係者が情報を共有し、役割分担

と連携を図るための基盤として、（仮称）在宅療養支援地域センターを設置す

る。

また、難病等の在宅医療を推進するためには、圏域内だけでは対応が困難な

場合があるため、隣接する圏域や専門医療機関のある圏域等との連携が必要と

なる。このため、各圏域毎に地域センターを設置するとともに、全県域におけ

るネットワークを構築し、全県域の情報を一元的に集約・提供し、効果的効率

的な連携を可能とする、（仮称）在宅療養支援中央センターを設置する。

＜（仮称）在宅療養支援地域センターの持つ機能＞

ア 医療機能情報提供の充実

圏域内医療機関の医療機能情報について一元的に総括し、住民からの相

談に対応することができる体制を整備する。

イ 患者情報を地域の関係者が共有するための一元的管理および患者情報の

蓄積

個人情報に最大限配慮しつつ、一元的に圏域内の患者情報の管理を図る

ことで、スムーズな医療機関間の患者の転院や医療機関と介護事業者間の

連携を可能とする。また、そうしたデータを活用して、医療機関の地域連

携パスの策定を補助する。

ウ 地域医療に関する課題の検討

医療資源の配置や機能分化に関する課題を検討する。県内の講習会や先

進的取り組みを行う他県の医療機関の視察等を通じ、地域医療に関する知

見を深めるとともに、それを「地域から医療福祉を考える懇話会」でフィ

ードバックするなど様々な形で地域に浸透させる。

＜（仮称）在宅療養支援中央センターの持つ機能＞

ア 圏域を超えた連携の支援

圏域を超えた関係機関間の連携を支援するため、全県域の医療機関の医

療機能情報や在宅療養患者の情報を一元的に集約し、提供する。

イ 医療提供者等の質の向上

センターが中心となって、医療提供者を中心とした在宅医療に関する研

修会等の各種会合を開催する。

例）

・在宅医療に関する多職種相互交流会

・在宅医療スタッフに対する技術的支援講習

・在宅歯科診療に関する講習会

② 在宅医療推進のための基幹薬局体制整備事業
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・事業期間は平成２２年度から平成２５年度まで。

・事業総額 ４，０００千円 （基金負担分 ４，０００千円）

圏域内に在宅医療に対応できる基幹薬局を設置し、以下の機能を持たせるため

の支援を行う。

ア 中心静脈栄養等の注射薬の調製などを行うためのクリーンルーム（クリ

ーンベンチ等）の設備整備

イ 注射薬の無菌調製研修

ウ 在宅医療に関する研修の実施

【訪問看護ステーション機能強化事業】

総事業費 ５６，８００千円（基金負担分 ５６，８００千円）

（目的）

訪問看護ステーションは在宅医療推進の要であり、求められる高度な職務内容と

業務の煩雑さに比して、運営体制や研修が不十分な状況などから、ここ数年従事す

る看護職員の伸びが停滞している。今後の在宅医療の推進を図るため、従事者の確

保につながる研修体制を整えるとともに、従事する職員の資質の向上を図るため、

研修への支援をおこなう。

また、訪問看護への関心をもつ看護学生を増やすため、実習環境を整えるための

支援を行う等により、訪問看護ステーションの機能強化を図る。

（事業内容）

① 訪問看護ステーション職員研修事業

・事業期間は平成２２年度から平成２５年度まで。

・事業総額 １３，２８０千円（基金負担分 １３，２８０千円）

訪問看護ステーションの管理者の資質向上を図るための管理者研修や看護内

容への助言を行う訪問看護提供に係る技術強化事業、認定看護師の資格を持つ

職員の増加を図るため、認定看護師研修派遣助成事業等を行う。

② 訪問看護ステーション実習環境整備事業

・事業期間は平成２２年度から平成２５年度まで。

・事業総額 ４３，５２０千円（基金負担分 ４３，５２０千円）

訪問看護ステーションにおける看護師養成所等の実習は、学生に対して訪問

看護を学ぶ場として重要であるが、経営基盤の不安定な小規模なステーション

が多い中では、実習を受け入れる事が経営を圧迫するという厳しい現状にある。

そこで、学生実習を受け入れるにあたっての助成を行うとともに、実習を受

け入れるための環境整備に対しての補助を行う。
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（２）二次医療圏で取り組む事業

以下の事業については、医療関係団体、関係大学、関係市町および県で

構成する（仮称）「東近江医療圏地域医療再生計画推進協議会」による協

議を踏まえて取り組む。

【大学と連携した医師確保システムの構築】

総事業費 ４４８，０００千円（基金負担分 ４４８，０００千円）

（目的）

地域における医師不足に対して、安定的に医師を確保するため、大学医学部と

連携した持続的な医師確保システムの構築を行う。

地域医療における問題解決のため、大学と連携することで、その有する人的、

知的資源が活用できる。

（事業内容）

① 安定的な医師確保のため、滋賀医科大学医学部に寄附講座を設置

・事業期間は平成２２年度から平成２５年度まで。

・事業総額 ４４８，０００千円（基金負担分 ４４８，０００千円）

地域医療の現場に確実に医師を派遣するシステムを構築するための研究を行

う寄附講座を滋賀医科大学に設置する。

（内訳）

滋賀医科大学医学部

２講座（１講座 56,000千円） × ４年間 ＝ ４４８，０００千円

講座の経費内訳（年間）

・寄附講座に所属する教授等への人件費等

（教授 12,000千円、講師 10,000千円、助教 3名 8,000千円、
講座費 10,000千円）

●滋賀医科大学寄附講座による研修センター構想

（仮）東近江総合医療センターに総合医療研修のセンターを整備し、臨床研

修医が一般内科、一般外科を総合的に診療することにより、臨床能力の向上を

図ることを目的とする総合診療の研修を行う。

そのため、特色ある診療科の設立、総合診療病棟の新設を行うとともに、女

性医師の活用、研修医等が宿泊できる新しい宿舎、保育所などの付帯設備を整

備し、特色ある診療分野の構成のための医療機器整備を行う。

また、臨床研修医が、プライマリー・ケアはもちろんのこと common disease
の診療、二次救急への振り分けを学び、二次救急の研修も行う。

また、この研修センターでは、女性医師の職場復帰を支援するための総合医
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療研修や専門領域の研修を行う。

このセンターへの医師の派遣は、この寄附講座を介して滋賀医科大学が行う

こととなるため、持続的な医師確保システムの構築が可能となる。

総合診療能力の向上に寄与する特徴ある寄附講座を新設することで、将来、

滋賀県内における総合医を養成する基盤を作る試みともなる。

【医療機関の再編に必要な施設・設備の整備等】

総事業費 ２，９２９，２００千円

（基金負担分 １４５，２００千円、事業者負担分２，７８４，０００千円）

（目的）

急性期医療提供体制の集約化、機能分化等を推進し、分散配置されている専門医

師等の集約化、医療施設設備機能の集中化・高度化などを図る。

このための医療機関の再編・整備に伴う施設設備整備等の各事業を行う。

（事業内容）

① 国公立３病院の集約化、再編に伴い、東近江市内に新たな医療機関（以下「新

病院」という。）（３２０床）を整備する。

新病院は、３２０床のうち１２０床は東近江市が整備し、２００床は国立病院

機構が整備する。国立病院機構分は全額事業者負担とする。

・事業期間は平成２２年度から平成２５年度まで。

・事業総額 ２，１００，０００千円

（事業者負担分 ２，１００，０００千円）

●新病院の概要

（仮称）東近江総合医療センター（３２０床）

・東近江市立病院 総合内科、総合外科、開放病床、産科オープン

システム、消化器内視鏡センター、レスパイト入院

（２床）

・国立病院機構滋賀病院 結核拠点病院、ＨＩＶ拠点病院、呼吸器センター、

（整備費内訳）

・新築整備費 １，２００，０００千円

・設備整備費等 ９００，０００千円

○ 新病院は、東近江市が整備する病院と国立病院機構が整備する病院の２病

院となるが、実質的には一つの病院として一体的な運営を行い、二次救急医

療体制を確保する。

② 難病患者一時入院運営事業

圏域内の病院において、事業の実施を行い、神経難病医療の充実や在宅医療

の推進を図る。
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・事業期間は、平成２２年度から平成２５年度まで。

・事業総額 ２９，２００千円（基金負担分 ２９，２００千円）

１日＠ 10,000円× 365日×２床／年

③ 東近江市立能登川病院の機能転換

・事業期間は平成２２年度から平成２５年度まで。

・事業総額 １５０，０００千円

（基金負担分３０，０００千円、事業者負担分１２０，０００千円）

機能転換のための施設整備費

東近江市立能登川病院については、回復期医療を中心に機能転換を図る。

④ 東近江市立蒲生病院の機能分化・充実

・事業期間は平成２２年度から平成２５年度まで。

・事業総額 ６５０，０００千円

（基金負担分８６，０００千円、事業者負担分５６４，０００千円）

内科、小児科、検診センター、訪問看護ステーションを備えた医療機関とし

て整備し、地域医療の充実を図る。

【医療機関の機能強化・機能分化に必要な施設・設備の整備】

総事業費 ５００，０００千円（基金負担分５００，０００千円）

（目的）

圏域内の医療提供体制の機能強化、機能分化を図るために必要な施設設備を整備

する。

（事業内容）

① 周産期医療を担う医療機関の機能強化・充実

・事業期間は平成２２年度から平成２５年度まで

・事業総額 ７２，０００千円 （基金負担分７２，０００千円）

・近江八幡市立総合医療センター.ＮＩＣＵの機能充実整備
３６，０００千円

・日野記念病院の周産期医療施設整備 ３６，０００千円

地域周産期母子医療センターである近江八幡市立総合医療センターの機能を

さらに充実させ高度医療への対応を図る。

また、周産期協力医療機関に位置づけられる日野記念病院について、近江八

幡市立総合医療センターと協力してハイリスク妊婦、新生児に対して二次的医
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療が行えるように整備を図る。

② 救急医療体制の整備、充実

(1)一次救急医療体制の整備・充実
近江八幡市内および東近江市内での一次救急診療所の整備

・事業期間は平成２２年度から平成２５年度まで。

・（事業総額は、地域医療支援センターの事業費に計上）

救急医療の機能分化を図り、患者の症状に応じた適切な医療機関での治療を

可能とするため、一次救急医療体制の充実を図る。

現在、休日急患診療所は休日、祝日のみの診療としているが、夜間の診療も

拡大し、休日・夜間に一次救急患者の診療に対応する。

なお、新たな一次救急診療所は、新設整備する各地域医療支援センターと併

設し、機能の充実、効率化を図る。

(2)三次救急医療機能の強化・充実
・事業期間は平成２２年度から平成２５年度まで。

・事業総額 １００，０００千円（基金負担分１００，０００千円）

・救命救急センター設備整備費 １００，０００千円

重篤救急患者に対応する救命救急センターである近江八幡市立総合医療セン

ターの医療機器を整備し、高度救命医療の充実を図る。また、より迅速性、効

率性、安全性を備え、使いやすく精度の高い医療機器の整備等により現場医師

等の負担軽減等も図る。

(3)患者搬送用高規格救急車の導入
・事業期間は平成２２年度から平成２５年度まで。

・事業総額 ５０，０００千円（基金負担分５０，０００千円）

・高規格救急車整備 （１台） ５０，０００千円

圏域内・圏域外の病院間搬送の確保のため、高規格救急車を整備する。

③ 回復期、維持期を担う病院の機能強化

・事業期間は平成２２年度から平成２５年度まで。

・事業総額 ５０，０００千円（基金負担分 ５０，０００千円）

回復期、維持期を担う病院の機能強化・充実のための施設設備整備を行う。

④ （仮）東近江医療圏地域医療再生計画推進協議会の設置・運営

・事業期間は平成２２年度から平成２５年度まで。
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・事業総額 １２，０００千円（基金負担分 １２，０００千円）

医療関係団体、関係大学、関係市町および県で構成する協議会を設置し、運営

する。

⑤ ＩＴネットワークの整備・運営

・事業期間は平成２２年度から平成２５年度まで。

・事業総額 ２１６，０００千円（基金負担分 ２１６，０００千円）

・整備 ２００，０００千円

・運営費 １６，０００千円

地域連携クリティカルパスを推進するにあたり、基本情報である患者の診療情

報をＩＴネットワークにより活用する設備を構築し、運営していく。

【医療機関の連携強化に必要な地域医療支援センターの設置・運営】

総事業費 ４３２，０００千円（基金負担分 ４３２，０００千円）

（目的）

医療や介護に係る資源は現在不足している状況にあり、限りある資源を有効に活

用する必要がある。そのため、圏内の関係者が情報を共有し、役割分担と連携を図

るための基盤を整備することとして、地域医療支援センターを近江八幡市と東近江

市にそれぞれ整備し、運営を行う。

○地域医療支援センターの機能

地域の関係者が情報共有し、地域の医療機関、福祉施設等の役割分担と連携

を図るための基盤を整備する。

・ 地域医療に関する課題の検討（在宅医療・機能分化・資源配置など）

・ 患者情報を地域の関係者が共有する仕組みの開発及び患者情報の蓄積

（地域連携パスの策定、データベース化など）

・ 医療機能情報提供の充実（コールセンターなど）

・ 一次救急診療所の設置

・ 訪問看護ステーションの設置

（事業内容）

① 地域医療支援センターの整備

・事業期間は平成２２年度から平成２５年度まで。

・事業総額 ４３２，０００千円（基金負担分４３２，０００千円）

地域医療連携クリテイカルパス等の推進を図るため、その拠点となる地域医療

支援センター「東近江圏域三方よしセンター」（近江八幡市および東近江市）を
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整備する。

・東近江圏域三方よしセンター新築整備

２００，０００千円×２箇所 ４００，０００千円

・地域連携パスの運営等 ３２，０００千円

【医師・看護師等確保のための施設整備等】

総事業費 ３２０，０００千円（基金負担分 ３２０，０００千円）

（目的）

圏域における医師、看護師等の確保、定着と医療の質の向上を図るための整備を

行う。

（事業内容）

① 研修センター職員宿舎の設置

・事業期間は平成２２年度から平成２５年度まで。

・事業総額 ３００，０００千円（基金負担分３００，０００千円）

近江八幡市立総合医療センターおよび新病院に医師確保のための研修センター

宿舎を整備する。

研修室、セミナー室の整備、研修用医療機材の整備等

・近江八幡市立総合医療センター １５０，０００千円

・新病院 １５０，０００千円

② 看護師確保対策

・事業期間は平成２２年度から平成２５年度まで。

・事業総額 ２０，０００千円（基金負担分 ２０，０００千円）

・看護学生の実習用の機材を充実するとともに、教員養成への助成を行う。

・再編により整備された新病院の看護師確保のため、奨学金制度を新設する。

７．地域医療再生計画終了後に実施する事業

地域医療再生計画が終了し、地域医療再生基金がなくなった後においても、５に

掲げる目標を達成した状態を将来にわたって安定的に維持するために必要があると

見込まれる事業については、平成２６年度以降も引き続き実施していく予定である。

（再生計画が終了する平成２６年度以降も継続して実施する必要があると見込まれる事

業）

地域医療医師確保枠を設定し、医学部生に対する奨学金を拡充

単年度事業予定額 ４５，０００千円
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